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情報化の伸展と市民社会の成熟，また財政の緊迫化により，行政の持つ情報の更なる活用が求められて
いる．本研究では，行政と市民の間における情報ギャップ解消の一手段として公的営造物を対象とするト
レーサビリティシステムを想定し，その実現に向けて調査・分析を行っている． 
本論文では，日本の行政情報に関する現状について，市民の情報取得という観点から整理を行い，その
課題の抽出を行う．次にそれらを基にシステムの概要を提示し，そこで登載すべき情報を決定するまでの
研究過程を示す．そして，システム試用実験と市民連続行動調査の分析結果を示して，市民の公的営造物
に対する情報ニーズの存在と即物的な情報提供に対する市民反応について述べる． 
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1. はじめに 
 

 望ましい社会的合意を得ることを目的とし，これまで
専門家によって執行されてきた制度への市民参加が進ん
でいる．こうした動きとしては，2009年に開始された裁
判員制度や全国各地で行われているまちづくりへの住民
参加（Public Involvement＝PI）などを挙げることができ
る．地方分権や小さな政府が求められるとするならば，
今後はより一般市民の力を行政活動に取り入れることが
重要になると考えられる．特に土木行政分野における住
民参加では，住環境の形成として市民に与える影響も大
きく，より一層議論の公開と情報提供が求められる． 

 一方では情報技術の進歩により，廉価な情報提供手法
が多数出現した．これに伴い情報を提供する側・受け取
る側の両者において，様々な変化が起こっている． 

情報を受け取る側においては，情報取得に係る時間
的・費用的制約が小さくなった．これにより情報を求め
る意識が高まり，これまで顕在化していなかった情報ニ
ーズが喚起されやすくなった．さらには市民自らが情報
の発信者となることも可能になったため，市民やNPOが
主体となった「新しい公共」としてのサービスも，各分
野において生みだされている． 

こうした市民側の変化をうけ，情報を提供する側もこ
れまで市民の目に触れることのなかった情報を提供して
いる．例えば企業においては，社会的責任（CSR：Corporate 

Social Responsibility）の一つとして環境負荷量やコンプラ
イアンスなどに関わる情報が公開されている．また社会
貢献や品質管理に関する情報も積極的に提供され，企業
価値を高める手法として情報提供が利用されている． 

 ところが，住民参加の観点から行政の提供している情
報の種類や方法に着目すると，それらは不十分な状況に
あるといえる．例えば，PI実施時において官民の情報ギ
ャップが課題として挙げられるケースが多くみられる．
こうした情報ギャップの解消のためには，市民の行政に
対する積極的な意識の喚起ならびにより簡便な情報取得
方法が存在することが求められる． 

そこで，本研究では，行政と市民との間の情報ギャッ
プを解消する一助となることを目指し，情報提供システ
ムの一つとして公的営造物トレーサビリティシステム
（営造物TS）を提案することを将来目標としている． 

本論文では次章において，現在の日本における情報管
理や情報提供システムなどについて，市民の情報取得と
いう観点から整理する．そして現況において改善すべき
点とその際に必要となる要件について明らかにする． 

3章では前章をふまえ，本研究で想定する営造物TSの
概要を示すとともに，システムの意義について論じる． 

4章では提供すべき情報の設計について，他のトレーサ
ビリティシステムの登載情報や公的情報としての意義を
基に検討する．さらに行政の保有する実データを模擬し
た情報を登載した営造物TSプロトタイプを作成する． 
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5章ではシステム実現に向けて行った2種類の調査・実
験，すなわち市民連続行動調査と営造物TS試用実験につ
いて述べる．その結果得られた市民の情報ニーズや提示
情報に関する知見を示す． 

最後に，6章では研究の成果をまとめるとともに営造物
TSの導入までに残された課題について述べる． 

 

 

2. 情報共有に向けた行政情報授受の現況 
 

 本章では，官の持つ情報を市民が得ることに関する日
本の状況を整理する．1）法，2）行政体，3）建設現場，
4）既往研究，の4つの観点から整理する． 

 

2.1. 官有情報の公開に関する法律とその運用 

官有情報に関して，2001年に「行政機関の保有する情
報の公開に関する法律」（以下，情報公開法）が施行され
た1)．これにより，市民はこれまで行政体内に閉じられて
いた行政文書の開示請求権を得た．また，補則第二十五
条では「行政機関の保有する情報の提供に関する施策の
充実」が述べられており，能動的に情報提供施策の充実
に努め，アカウンタビリティを確保すべきことが明確に
示されている．しかし，行政の諸活動の説明責任と市民
の的確な理解と批判を促すという同法の目的は，達成さ
れているとは言い難い．公開請求の大半は営利目的であ
ることが多くの文献2) 3)で指摘されている．目的不達の原
因として，開示請求の負担が大きいことが考えられる． 

2011年には情報公開法と同じく説明責任を果たすこと
を目的の一つとした「公文書等の管理に関する法律」（以
下，管理法）が施行されている4)．管理法の前提となった
「公文書管理の在り方等に関する有識者会議における最
終報告」5)では，公文書は“民主主義の根幹を支える基本
インフラであり，過去・歴史から教訓を学ぶとともに，
未来に生きる国民に対する説明責任を果たすために必要
不可欠な国民の貴重な共有財産”と定義されている．ま
た“文書の追跡可能性（トレーサビリティ）”を確保する
べきと書かれている．公的文書管理において後進国であ
った日本においては，行政の持つ情報は市民のものであ
るとの意識を行政・市民両者に根付かせるとともに，情
報そのものをより積極的に開示・公開していくことが望
まれる． 

 なお，2005年に施行された「行政機関の保有する個人
情報の保護に関する法律」6)では，“行政の適正かつ円滑
な運営を図りつつ，個人の権利利益を保護すること”と
されている．しかし同法では，保護対象とする情報の範
囲が広すぎるため，組織や企業の活力や効率を削ぐ結果
になるとの問題7)や，行政の匿名主義を助長しているとの
指摘がある．情報公開の流れは必ずしも大勢ではない． 

2.2. 行政の情報提供システムの現状と意識 

1990年代後半より，行政の情報提供は紙ベースの広報
誌を主としたものから，パソコンとネットワークシステ
ムの普及によるweb配信に変化しつつある．これに伴う
大きな変化として，オープン化と双方向性を挙げること
ができる．本節では各々の現状を整理する． 

 これまで専門家のみがアクセスしていた情報のオープ
ン化として，例えば土砂災害情報をオープンシステムと
する取り組みがある8)．こうした取り組みでは市民の自主
的な情報取得を期待するだけでなく，積極的な働きかけ
が行われ，関連イベント開催やパンフレット配布などの
広報が行われている． 

オープン化の動きに並行して，自治体が市民へ情報を
わかりやすく伝える意識も高い．著者らが行った行政ヒ
アリング調査においては，今後の情報公開に係る指針と
して「何も請求しなくても知ることができる状況を増や
したい」や「ふらりと立ち寄って情報を知ることができ
るような環境整備」が挙げられた．さらに情報の公開度
が高い自治体においては，全ての情報を公開前提とする
ことで職務のやりやすさを感じているとの声も聞かれて
いる．また全国の自治体を対象とした調査9)では，行政用
語をわかりやすく伝えることの必要性は約8割の機関が
認識している．そして特に住民に話すときに最も気を付
ける必要があるものとして，専門用語が挙げられている．  

緊縮財政により隅々にまで手が届く行政を期待するこ
とが困難である現在，市民の行政活動への理解と参加が
望まれている．そこではオープン化された情報への接触
により，市民が普段抱いていた曖昧な思いを自らの意見
として固めることが前提となろう．またそこで生まれた
細やかな気づきや意見は貴重な知識であり，余すことな
く掬い取ることが必要となろう． 

これらを達成するためには，情報への接触機会を一度
に留めず，次の機会につなげるための興味喚起を促すよ
うな情報提供方法，及びコンテンツが重要である．そし
てその代表的な方法として，双方向性コミュニケーショ
ンシステムがあり，情報発信者とパブリックの相互理解
手法として有用であるといわれる． 

しかしながら，行政を対象とした調査9)では，「双方向
コミュニケーション機能は持っていない」との回答が
26.0%であり，特に都市規模が小さくなるに従ってその
割合も増える傾向にある．また半双方向的な意識の集約
方法としては従来行われてきた住民意識調査があるが，
金沢大学社会学研究室10)によると，こうした調査はほと
んどの自治体で行われているものの，調査に多くの手間
を感じている．この点においても情報技術を活用した双
方向コミュニケーションは重要な課題である． 

これらを市民サイドからみると，興味や意見を持って
いても，情報へのアクセスがない，意見を述べる場がな
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い，という現状がある．佐藤11)が述べるように，“普通の
生活者は，自分の利害に直接かかわらない公共的問題の
討議より，友人家族との団欒や趣味の楽しみを優先する．
その上でなお政治参加が国民的義務であるというのであ
れば，時間を節約する参加方法が考えだされねばならな
い”． 

 

2.3. 建設現場における取得可能情報の現況 

 建設業法第40条により，建設業者は工事現場において
公衆の見やすい場所に建設業の許可票を掲げることが義
務付けられている．許可票には業者名の他，代表者や主
任技術者の氏名など責任者を特定できる情報が表記され
る．また同法第24条では，一定規模以上の下請け契約が
ある場合について，施行体系図の作成と掲示が義務付け
られ，施工の分担関係を明らかにすることが求められて
いる．工事施工の開始前においても，建築計画の事前公
開に関する指導要綱に基づき，建築計画を記載した看板
が設置される事例がみられる．そこには建築主のほか，
設計者に関する情報として会社名や電話番号が記される．
構造に関しても詳細に示され，敷地面積や建築面積，立
面図などの情報が記される． 

 最近では，掲示が義務付けられた情報以外にも，自主
的な情報提供がみられる．例えば，作業を行う主任技術
者の顔写真が掲示されている事例がある．これらは「顔
が見える」ことが安心に寄与するという現代の趨勢に合
わせたものである． 

 以上のように，建物や道路の建設現場では比較的に多
くの情報が掲出されている．これらを法規により義務付
けられているものと自主的に掲示しているものに分類し，
建設段階ごとに整理してTable 1に示す． 

建設前・建設中に掲示されていた情報の多くは，工事
が終わるとアクセス出来なくなる例が多い．電柱や信号
機などに銘板がみられることはあるものの，それらは管
理用に設置されているものであり，市民への情報提供は
想定されていない．また，大規模構造物や橋においては，
管理目的の情報の他にも，来歴や構造を記した銘板が付
されることがあるが，対象となる構造物の数は限られる． 
そのため，完成され供用中の営造物の情報に対して市
民が情報を得ようと思えば，情報公開請求などの多大な
労力を要する． 

 

Table 1 各建設段階における掲示情報 

法規 自主

建設前 ―

建設中
 事業目的,進捗率,
 施工者連絡先,作業予定
 技術者顔写真

建設後 ―
 管理番号,施工業者
 来歴,構造[橋,大規模構造物]
 塗装記録[歩道橋]

 建築主,設計者
 工事施工者,立面図
 構造,工事期間
 現場管理者 など

 

2.4. 土木分野の既往研究 

近年では，土木計画分野において多くのPublic 

Involvement（PI）の事例が報告され，そこではPI導入時
において市民へ提供される情報の重要性が認識されてい
る12)．理論研究においても，インフラ整備において行政
と個人のコミュニケーションにおける情報の重要性が取
り扱われている．越水ら13)は，行政と個人間での主観的
コミュニケーションゲームを用い，認識体系の違いがも
たらす問題を明らかにしており，“行政の説明するプロジ
ェクト案の提供特性が個人の認識できる理解特性に翻訳
され，両主体の間で認識の共有化が図られなければなら
ない”と述べている． 

蒔苗14)は，土木における情報の意義と役割について，
主に建設プロセスに即して考察し，整理している．また，
積極的な情報公開施策としてpush型情報提供に関する研
究も進められており，土木技術者の無名性からの脱却を
目的とした土木構造物に添付する銘板の情報項目15)や，
市民理解を得ることを目的としたパンフレット作成に対
する指針16)がまとめられている．これらは限られたスペ
ースにおいて，情報提供側からみた情報設計がなされた
ものである． 

 本研究ではwebを用いた大量かつ随時の情報提供を前
提とし，先に示した他の研究での種々の目的を達成する
ための情報項目を包含しつつ，官が出すべき情報と市民
の求める情報を明らかにしていく． 

 

 

3. 営造物TSの概要とその意義 
 

 本章では，望まれるシステムを具現化するものとして
想定している営造物TSについて，システム概要を述べる
とともに営造物TSに期待する社会的意義を論じる． 

 

3.1. システムの概要 

Fig. 1に営造物TSの概要を示す．ここでは，日常的に接
する公的営造物に関連した詳細な情報をその場で知るこ
とを可能とすることを重視する．そこで情報表示のユー
ザ機器としてはケータイ（webブラウザ機能など多機能
搭載型携帯電話の意）を想定する．これを用いて公的営
造物に貼付された表示板（Fig. 1-b）に記されたQRコー
ドを読み取ることで，対象物に関する情報へアクセスす
る．これにより，問題意識もしくは疑問が生じたその時，
その場において（即地・即物・即時的に）情報を得るこ
とが可能になる． 

表示板には対象物の簡易情報も示し，アクセスを促す
とともに情報提供の意思を表示する．オンサイトにおい
て抱いた疑問を後々確認することも想定されるため，自
宅のパソコンなどからも同様の情報を得ることができる
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システムとする．提供する情報に関しては，市民の理解
を助けるための「トランスレータ」ⅰ)を用いて適切な加
工・精製を行ったうえで提供することを想定している． 

 Fig. 1-aでは行政から市民への情報の流れのみを示し
ているが，市民からの情報提供も想定している．閲覧ペ
ージに意見を書き込むことができる箇所を設置すること
で，市民は日常的に疑問点や改良に関する意見があれば
その場で意見を発信することが可能になる．これらの市
民向け情報提供システムを公的営造物トレーサビリティ
システムと称する． 

 なお，本システムは行政が保持しているデータベース
の活用を前提にしており，新たな作成物はQR表示板やト
ランスレータのみと想定している． 

 

3.2. 営造物TSの社会的意義 

 

(1) 構造物の安全性 

 構造計算書偽造問題17)に代表されるように，これまで
専門家により担保されてきた安全性に対して市民が疑問
を持つ状況が存在している．一方では近年の大型地震に
対する不安により，構造物の安全性に対する興味関心の
高まりもうかがえる． 

 営造物TSでは，例えば建造物や橋梁に関する耐震情報
を現地において知ることが出来るため，こうした疑問を
感じる市民が直接的に回答を得ることが可能となる．こ
のように自ら確認することが可能となるだけでなく，そ
の安全性を具体的な取り組みを通して伝えること自体が，
市民に安心感を与えることにもなろう． 

また，営造物の製作に関わった行政職員や受注業者が
表記されることで，職業人としての誇りを高めることに
つながり，間接的に営造物の質の向上にも寄与すると期
待できる． 

 

(2) 事業実施における合意形成 
 サービス利用者や納税者との情報交換を随時図ること
の必要性は多くの研究13)で指摘されており，本システム
はそれを実現する一手法として有効である．特に営造物
に関しては，意思決定に重要な項目でありながら市民が
知ることのない情報が多く存在している． 

例えば，費用に関して，金銭的相場観が市民にはほと
んど存在しない現状がある．日本ではタックスペイヤー
としての意識が低い18)こともあるが，それ以前にこうし
た情報を知る場が存在しないことが問題であろう． 

また，前項で述べた安全性に関する情報は，財源不足
により十分な耐震化が行われていない現状19)もあって，
市民に認知されているとは言い難い．こうした情報は行
政にとってネガティブなものであるが，市民の問題意識
に直接的に働きかけ，自らの問題として事業実施への意
識を高めることが期待できよう． 

営造物TSでは日常的な情報への接触を通して，これら
相場観を養い，また施策の現状について市民が十分に理
解することが期待でき，営造物に対する自発的な意見を
持つ契機となる． 

建設後の営造物に対する情報提供は直ちにPIなどへの
参加意思を促進するものではない．しかし市民意識を明
確化する基礎となる情報システムの存在は，市民の声を
十分に反映したまちづくりを行う上で非常に重要である．
営造物TSは市民のPIに対する参加意識の醸成の一助と
もなろう． 

 

(3) 透明性の確保とアカウンタビリティ 

2.1に述べた通り，情報公開法でも能動的な情報提供施
策を促進することが求められている．営造物TSはその一
つとして位置付けられる．特に営造物TSの提供情報の多
くは，これまで市民の目に触れることが少なかった情報
である．これらを行政体が実務に用いるデータベースか

 

対象物への
アクセス要求

ケータイ

ＱＲコード付
表示板市

民

簡易情報

QR
読取

詳細
情報

公的営造物ＤＢ

変換情報表示

トランスレータ

ＰＣ
市

民 詳細
情報

トランスレータ

On-site

Off-site

 
a) 情報取得までの経路              b) QRコード付表示板（案） 

Fig. 1 営造物TSの概要 
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ら直接的に取得できることにより，私企業でも実現でき
ていない高水準での透明性を可能とする．特に受発注に
関する透明性を保つことは，近年の土木事業に対する不
信感を鑑みると重要である． 

また，聞かれなくても情報をコンスタントに出す姿勢
は，パブリックリレーションにおける説明責任の上で重
要である．営造物のなかでも橋梁や建築物では，構造や
耐震にかかる専門的な情報も多数存在する．専門分化が
進んでいる中では技術者の説明責任も重くなってきてお
り，この点からもアカウンタビリティ確保が望まれる． 

さらには外部に開かれたシステムが導入されることで，
公的主体内部の「コンプライアンス・ガバナンス」を推
進，担保することにもなろう． 

 

 

4. 営造物TSのプロトタイプ作成 
 

本章では前章で述べたシステムの意義を達成するため
に必要となる登載情報の検討過程を示す．安全性に関し
ては他分野TSを参照して情報提供の観点を作成し，別途
透明性の確保に関しては公的情報として付加すべき観点
を検討・整理した．そしてそれらを基に作成したプロト
タイプシステムについて記述する． 

 

4.1. 営造物TSにおける登載情報の検討 

  

(1) 他分野TSからみた情報内容の検討 

既存のトレーサビリティシステムは食の安全を契機と
し，食品業界において多く稼働・運用されている．主な
目的は製品の製造過程または流通経路を明らかにし，食
品の安全性を示すことで商品価値を高めることにある． 

安全性を示す点では営造物TSにおいてもその目的は
重なる．ただし，営造物は個人が専有するものではない
ため，営造物TSは直接的に意思決定を助けるものではな
いという違いはある．しかし，会館やホールに関しては
市民の積極的な利用（消費）を求める行政側の動きがみ
られ，その場合には利用者に対する情報提供を通じて利
用を促すことが求められ，既存TSと同様の働きをするこ
ととなる． 

多様な市民の疑問・関心に対して情報提供を行うとす
るならば，示すべき項目は極力多くの観点を内包する必
要がある．web技術を用いて随意に閲覧することを想定
したTSでは，より多彩な情報へのアクセス手段を提供す
ることが可能である．そこで既存の異分野の先進的なTS

において提供されている項目をカテゴリ化し，営造物TS

において必要となる観点を整理する． 

対象としては，代表的な既存システムとしてスナック
菓子メーカーのシステムA20)，食肉メーカーのシステム

B21)，ファーストフードチェーンのシステムC22)を取り上
げる．閲覧可能なwebページに実際に提示されている項
目を基にカテゴリ化を行った． 

提供されている情報項目をその目的から分類すると，
顧客に対して安全・安心を与える情報以外にも，対象物
の価値を高めるための情報が存在していた．これは2.4で
示した銘板やパンフレットにおける情報と同様の目的の
ものである． 

安全・安心を与える情報に関して詳細に各システムに
おける項目をみると，システムBやCでは対象物の構成
（原材料など）に関する情報が重視されている．更に構
成に関しても，システムBが使用した飼料や薬の内容と
いった対象物作成に関する情報が多いのに対し，システ
ムCでは対象物に含まれる成分や栄養情報が提供されて
いるという違いがみられた． 

一方，システムAでは生産工場における従業員や原料
の生産者の写真なども記載されている．先に示したよう
な構成のみならず，人の顔まで見られることが安全や安
心に繋がると期待されていることが確認できる． 

これらの項目と知見を整理し，情報提供に必要な観点
として得られた結果をTable 2に示す． 

 

(2) 公的情報として付加すべき情報内容 

日本版General Social Surveyを用いた研究23)では，土木
事業は「所得税負担感」と強い関連があることが示され
ている．また，企業の社会的責任に対する意識調査24)に
よると，「建設・土木・住宅・プラント」が果たすべき社
会的責任に関して，「価値ある製品・サービス」が38.9％，
「健全な経営」が25.3%，「環境対策」が29.5%と他企業
と比して意見が分散しており，他業種に比べて多様な社
会的責任が望まれていると考えることができる． 

これらをふまえ，より透明性や説明責任が求められる
公的主体である行政体においては，他分野においては公
開されていない「金」に関する情報も提供すべきである
と考える．民間企業でさえ公開していないこれらの情報 

 

Table 2 営造物TSにおいて提供すべき情報内容の観点 

 Producer  対象物の作成に関わる人、
 会社、団体などの情報

 How to  製造方法や作成基準に係る情報
 Content  対象物に含まれる材料、原料など

 Appeal  対象物の価値を高めるための
 関連情報や工夫   

 

Table 3 公的情報として付加すべき情報内容の観点 

 Cost  説明責任のための財源情報

 Benefit  対象物によって得られる受益
 また受益を受ける対象  
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を行政主体で提供することは，それ自体が革新的な動き
であり，土木行政に対する市民イメージ向上への寄与が
期待できる．さらに，金銭に関する側面としては，費用
と受益（Cost／Benefit）の両面がある．公的情報として
の役割を考慮すると，どちらか一方だけを示すのではな
く，両者を並列的に示す姿勢が望まれる． 

Table 2に付加すべき観点をTable 3に示す． 

 

(3) 行政保有データの把握 

本節では情報提供者たる行政の保持している情報項目
を把握し，ここまでに示した提供すべき情報の観点と合 

わせて，提供可能な情報項目を検討する． 

本研究ではA市の建設関連部局の協力を得て，土木構
造物関連のデータベース並びに5種類の帳票を提供して
いただいた．本研究ではこれらに含まれるデータを現状
ソースとして扱い，営造物TS作成に利用する．市建造物
の現状ソースに存在する全項目を観点ごとに分類し， 

Table 2，3と比較検討し，追加すべき情報を提案する．追
加された情報項目例をTable 4に示す． 

Appealに関する項目（Table 2参照）については現状ソ
ースにほとんど含まれていない．また電気や水道などの
料金が現状ソースに含まれていたが，他の項目として建
物の建設費用や運営費，その出資元に関する情報が提供
すべき情報として考えられる．こうした情報提供を行う
一方で，現状ソースに含まれていた施設利用率などを同
時に示すことで，市民が費用と受益の両方を確認するこ
とが可能となる． 

 

4.2. 営造物TSプロトタイプの作成 

 前節までの結果を基に公的営造物TSのプロトタイプ
を作成する．プロトタイプは内包する情報は実データで
はないものの，その情報の掲出方法や基本的な構成は実
稼働時におけるシステムと同様のものを構築する． 

プロトタイプにおける対象は会館・ホールを取り上げ
る．こうした公的施設では市民の利用があり，次章にお
ける試用実験において，被験者が情報有用性を判断する
ことが容易となるからである．また会館・ホールであれ
ば，道路や橋脚と同様に安全に係る情報や建設にかかる
費用，さらにその後の人件費や日常的なランニングコス
トなどの情報も含んでいる．このように他の公的営造物
が持つ情報を広く包含していることも選定理由である． 

 

Table 4 観点ごとの追加情報項目例 

観点 情報項目
 Producer 建築社,設計社
 How to 設計図面,増改築工事の履歴,建築基準
 Appeal 建設経緯,特別な意匠,バリアフリー情報
 Cost 建設費用（土地取得費用,建設費など）  

Table 5 webページの項目一覧

ページ名 記載項目

基本情報
＜施設名称＞＜システム番号＞＜所在地＞
＜市設用途＞＜設置団体＞＜管理団体＞※
≪施設外観≫≪周辺地図≫

建物情報

＜建築年度＞＜階数＞＜構造＞※
＜敷地面積＞＜建築面積＞＜延床面積＞
＜建築社＞＜設計社＞≪特別な意匠≫
＜設計図＞＜増改築工事の履歴＞

費用情報

○維持にかかる費用　＜年間維持費用＞
＜電気代＞＜ガス代＞＜水道代＞＜電話代＞
○建設にかかる費用
＜建築費用＞＜土地取得費用＞
＜費用負担の内訳＞＜その他費用＞

受益情報
＜利用者数＞＜利用時間＞＜受益者＞
＜受益人数＞＜建設の経緯＞＜利用者の声＞

安全情報

＜耐震改修年度＞＜災害対策施設＞
＜耐震診断方法＞※＜Is値＞※＜q値＞※
＜建築基準法12条による整備対象＞※
＜事故の履歴＞

その他
  情報

○バリアフリー情報 ＜エレベーター＞
＜身障者用トイレ＞＜身障者用駐車場＞
＜点字ブロック＞＜点字プレート＞
○関連情報 ＜併設施設＞＜賃貸施設の有無＞

注：※は説明ページのリンク付　≪≫は別ページへのリンク  

 

A市に提供していただいた現状ソースを基に，公的情
報として付加すべき情報を追加し，掲載項目と分類を決
定した．実験に使用するwebページの項目一覧をTable 5

に示す． 

次にこれらの項目を登載した各ページを作成し，リン
クにより各ページをつなぎ，自由に興味のあるページを
探せるようにする．webページは，ケータイでの利用を
想定し，横幅を制限したうえで作成している．同様に使
用した画像の画素数なども抑えるとともに，使用言語も
HTMLのみを用いて作成している． 

 

 

5. システム実現に向けた行動調査と試用実験 
 

 本システムの実現に向けては大きく二つの事柄が懸念
される．一つは，本システムが実現したとして見る人が
いるのか，という点である．もう一つは，市民がシステ
ムを使用したとして，次なる利用につながるものとなっ
ているか，という点である．後者には，情報に興味を持
てるか，体裁は見苦しくないか，書かれている文言が理
解容易か，などの多様な要素が含まれる．本章では，こ
れらの懸念に対して答えを得るべく行った，連続行動調
査とTSプロトタイプ試用実験について述べる． 

 

5.1. 連続行動調査 

 

(1) 調査の概要 

情報提供システムにおいて，情報の受け手となる市民
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の情報ニーズの把握は重要である．しかし通常のアンケ
ート調査では，日常生活を送る中で抱いた僅かな関心や
気付きを詳細に把握することは困難である．また日常の
行動文脈によっても興味関心の対象は異なる．そこで被
験者が日々感じる意識や疑問，その対象の把握を目的と
した連続行動調査を行う．なお，こうした目的から，本
調査では量的な値よりもヒアリングを通した市民の反応
を重視している． 

被験者には説明会において，街中において気になった
ものや疑問に思ったものを自らのケータイで撮影するよ
う指示を行う（STEP1）．なお撮影した場所を記録するた
め，撮影の際にはGPS情報の添付を依頼する．もしケー
タイの操作に不慣れな被験者がいればGPS機能付きデジ
タルカメラを貸与し，同様の撮影を行わせる．撮影にお
ける注意点として，極力毎日，1日10枚以上撮影，ただし
屋内や乗り物，人物など移動するものの撮影は行わない
ように指示を行う．なお，撮影状況を思い出すことの補
助として，周囲の風景の撮影や被撮影物を拡大した撮影
など，同一物件を複数回撮影することを認めている．そ
のため本研究においては，撮影枚数ではなく撮影された
物件の数を分析に用いる． 

説明会終了後，被験者は普段の生活を続けながらの撮
影を1～2週間行う（STEP2）．撮影期間が終了すると撮影
したデータを提出させ，それらの画像を見ながら撮影対
象や撮影理由についてヒアリングを行う（STEP3）25)． 

 調査結果の概要をTable 6に示す．実験には20名の被験
者が参加した．このうち，1日しか写真を撮らなかった被
験者と写真撮影時の状況に関する記憶がほとんどなかっ
た被験者の2名分を除き，18名分のデータ（被撮影対象物
件数1,884件）を用いて以降の分析を行う． 

 

(2) 市民の興味対象とその割合 

市民が日常生活において関心を抱く対象を明らかにす
るため，Fig. 2に示す様に撮影された対象物を分類する．
網掛けの項目は営造物TSの対象と想定するものである．  

 分類ごとの撮影対象物の内訳をFig. 3に示す．最も多い
のは「移動設置物」の22%，次いで「商業施設」の19%

となっている．「移動設置物」のうち大半は広告や看板で，
「商業施設」では飲食店が多かった．これらは元々目を
引くように作られていることから件数が多い．次いで「固 

 

Table 6 連続行動調査結果の概要 

期間 2010年12月2日(木)～2011年1月28日(金)

被験者数
20名(内データ使用18名)
延撮影日数196人・日

被験者年齢 20代2名 ,30代4名 ,40代5名 ,50代5名 ,60代2名

総撮影枚数 2,597枚

被撮影対象物数 1,884件  

道路

建築物

移動設置物

場・空間

歴史的建造物

商業施設

自然

人工

交通関連設置物

道路本体

固定設置物

住居

公的施設

工事(建築物)
その他

設置物

 
Fig. 2 撮影対象物の分類項目 
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Fig. 3 撮影対象物の内訳（物件数ベース） 

 

定設置物」が16%であり，撮影対象にはモニュメントや
花壇・植樹・遊具などが多い．橋や道路などの土木構造
物を含む「道路本体」は6%であり，道路標識などの「交
通関連設置物」と同様に市民の興味が少なからず向けら
れていることが確認できる． 

 

(3) ヒアリング内容からみた情報提供の必要性 

ヒアリングの際に挙げられた撮影理由は，「疑問があ
る」のように情報ニーズが高いものから，「外観が面白い」
や「文字情報が面白い」といった特に情報提供を必要と
しないもの，「被験者が対象物をよく知っている」などの
既に被験者が知識をもっているもの，などであった．  

商業施設や移動設置物では，「綺麗だった」「目につい
た」「看板に書かれている文字が面白い」など，被験者が
情報を必要としていない理由が大多数であった．一方，
道路本体や固定設置物では「この歩道橋はなぜ建てられ
たのか」「どうしてこんな道路を作ったのか」のように，
不満を持った被験者の声（“不満”付き“疑問”）も多く
聞かれた．特に営造物に関しては，「不満の意見を言いた
いが言う機会がない」と市民からの意見発信の場を求め
る被験者もいた． 

こうした結果は，社会資本の整備に関する世論調査26) 

において，「住宅周辺の道路」に不満を持つ人が51.2%，
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「国道などの幹線道路」に不満を持つ人が35.3%という
結果と対応しており，日常生活において市民が（述べる
機会はないものの）意見を持っていることを示している． 
ここで，撮影理由が“疑問”であるものに着目し，そ
の対象と件数をみる．Fig. 4は撮影理由が“疑問”であっ
たものの物件数を示しており，物件数は“不満”の有無
によって区別して示している．なおここでは物件数が10

を下回る対象分類は省略している．加えて，“疑問”物件
の分類毎の割合を折れ線グラフで示している． 

疑問件数は固定設置物，移動設置物，商業施設の順に
高く，道路本体や交通関連設置物は低い数値を示してい
る．しかしながら疑問割合をみると道路本体，固定設置
物，公的施設，交通関連設置物が高い数値を示す．また
不満を抱いている疑問の数も道路本体，固定設置物，交
通関連設置物で多くみられた． 

工事（建築物）に関しては疑問割合が突出して高い数
値を示しているが，「これからどのような建物がたつの
か」といった発話がほとんどであり，物を対象とした撮
影ではなく変化中のイベントが対象であることが原因と
考えられる． 

 以上の通り，公的営造物トレーサビリティシステムで
想定している対象に関して，市民の一定の情報ニーズが
ある．また，情報を必要とする対象は，営造物の中でも
建築物や大規模構造物に限らず，植樹や花壇，標識柱な
どの子細なものにまで及んでおり，多様であることが確
認できる．特に道路などの土木構造物は他のものと比す
ると不満を持ったうえでの疑問の割合が高く，市民に対
して説明することが求められており，情報提供の必要性
が高いといえる． 

 

5.2. TSプロトタイプ試用実験 

 
(1) 実験の概要 

 本節では，前章において示した営造物TSプロトタイプ
を用いて実験を行う．実稼働時を想定した営造物TSのイ
メージを被験者に持たせたうえでヒアリングを実施し，  
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Fig. 4 対象物毎の疑問件数と疑問割合 

Table 7 実験日時及び被験者概要 

期間  2010年3月9日(火)～12日(金)

調査方法  1対1の対面式聞き取り調査

被験者属性
 20代～60代のモニター20名
（各年齢階層で男女2名ずつ）  

 

情報内容の要否を明らかにすることを主な目的とする．
ヒアリングでは，インターフェース・フレンドリネスの
評価や営造物TSでの情報提供による市民意識喚起効果
についても質問する． 

実験でははじめに，被験者に対して既存のトレーサビ
リティシステムの実例について稼働状況やその目的に関
する説明を行った後，公的営造物のトレーサビリティシ
ステムを試用して頂く旨を伝える．次に，ケータイを用
いて表示板からQRコードを読み取らせることで，実際の
使用状況を想定させる．その後，小型のノートPCを用い
て各ページを自由に閲覧させる．本実験は示された情報
項目とその構成を評価することが目的であり，通信の待
ち時間とケータイ使用に不慣れな人の操作時間を省くた
め，画面の閲覧にはノートPCを用いる． 

一通りの閲覧を被験者が終了した後，ヒアリングを行
う．なお閲覧中も気づいた点，疑問があれば随時発言し
てもらい，発言内容を記録する． 

実施日時，被験者数をTable 7に示す．年齢と性別に関
しては，各年齢階層で男女2人ずつになるよう調整を行っ
た．職業も，会社員や自営業，主婦やパートと多様な職
種の方を対象とすることができた．1人当たりの実験にか
かった時間は，45分から1時間程度であった． 

 
(2) 調査結果（情報内容の要否） 

情報項目の要否に関する市民反応を確認するため，ペ
ージ閲覧後に「興味を持った情報」，「興味の無かった情
報」についてそれぞれ列挙させた．一方webページの項
目一覧をその情報の内容より分類し，その分類項目に対
応して興味程度を計数する．Fig. 5に各分類項目に対する
興味の分布を示す． 

最も興味があると述べられたのは耐震診断にかかる項
目であり，20名中9名が興味ありと答えた．その他の項目
についても5名以上は興味ありと答えており，普段あまり
見慣れないであろう費用や受益に関する情報についても
興味が示された．特に事故履歴などのネガティブ情報や
費用に関する情報に対しては，「これまで見ることがなか
ったので興味がわいた」との回答が得られており，営造
物TSの意義で述べたように市民意識の醸成の効果が確
認出来る． 

一方，興味なしとの回答はあまり見られなかったが，
特に建物の意匠に関する項目が相対的には多く指摘され
た．これは意匠のページは建物のページからリンクされ
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た別ページで表示していたこと，専門的な用語が多数含
まれていたことが要因と考えられる． 

被験者の興味対象は多様であり，どの項目においても
興味を持っている市民が存在することが確認できる．行
政が保有する情報を積極的に提供することにより，市民
の満足度が高まることが示唆された．  

 

(3) 調査結果（登載情報の課題点） 

ヒアリングで挙げられた問題点を，情報の不足，表現
の悪さ，ページ構成の悪さ，情報の過剰，の4つに分類す
る．Table 8にこれらの結果をページ毎（Table 5参照）に
計数したものを示す． 
わかりにくさの問題を指摘した“表現の悪さ”では，
「建物情報」のページが最も指摘された．しかしこの指
摘の多くは専門的な用語を多く用い，かつ用語説明がな
かった建物の意匠ページであり，用語説明用のページを
用意した他の項目に対しては不満がほとんどあがらなか
った．このことから，専門用語であっても説明ページを
リンクして記載しておけば，十分に理解が得られること
が示唆された．その他の指摘として，面白みに欠ける，
図をもっと多用して欲しい，といった様により興味を持
てる見た目が要望された． 
次に，「費用情報」「受益情報」に関しては不足である
との意見が多く，人件費や補修費などのランニングコス
トも示すべきとの意見が得られた．こうした金銭的な情
報に対するニーズの高さをみることができる．また，他
の同様の施設との比較情報が不足であるとの意見が多く
出た．これは実験時に一つの施設の情報のみを扱ってい
たことが原因であるが，システム実現時には多くの対象
を取り扱っているため，施設間の比較を容易にすること
が望ましいと考える． 
他のページにおいても不足の指摘は多くあるものの，
過剰の指摘はほとんどみられず，網羅的に情報を提供す
るという観点が妥当であると示唆される結果となった． 
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Fig. 5 情報提供区分に対する興味の分布 

Table 8 各webページで指摘された問題点の総数 

不足 表現 構成 過剰 総計
建物情報 8 20 14 5 47
費用情報 15 2 7 24
受益情報 21 5 3 29
安全情報 22 19 4 45
その他 14 8 1 1 24
総計 80 54 29 6 169  

 
 ページ構成に対する意見としては，ページの前後を入
れ替えた方が良いという軽微なものがほとんどであった．
特に建物情報のページが最も前に配置されていることに
対して違和感を覚えた被験者が多かった．建物の構造な
どは知りたい人のみが自ら選択して見ることができるよ
うに，ページを構成することが望ましい．構成の全体的
な評価としては，情報は見やすく，十分理解できると評
価された． 

 
 
6. おわりに 
 

 本研究では土木行政に関する情報を市民が入手するこ
とに着目し，その現状を整理することで望ましい情報提
供のあり方を提示した．また，それらを具体化する試み
として公的営造物を対象としたトレーサビリティシステ
ムを想定し，その実現に期待される効果を整理した．さ
らに，市民の情報ニーズと情報提供の効果を確認するた
め2種類の実験・調査を行った．  

 連続行動調査においては，公的営造物に対する利用者
としての意見が多数存在することを確認した．特に，不
満に関する意見の存在は，市民参加を考える上で欠かせ
ない簡便な意見収集方法の実現可能性を示している．営
造物TS試用実験においては，耐震改修などの専門的な情
報であっても興味を持つ市民が存在しており，存在する
情報は出来る限りアクセス可能な状態を確保することが
望まれていることが確認できた． 

営造物TSを社会システムの一部として実現するため
に残された課題としては，QRコード利用によるシステム
利用の容易性の把握が挙げられる．実現時の状況に近似
した環境での評価が重要であり，実空間に整備・設置さ
れた公的営造物に対して面的にQR表示板を添付した社
会実験を行うことを予定している．さらにシステム実現
に向けては，トランスレータの実装をはじめとする具体
システムの構築を行う必要がある．またシステムにかか
る新たな費用について，管理・運営にかかる費用を含め
た具体的な試算と評価が必要である．これらの課題に加
え，行政のweb公開を前提とした情報管理指針の作成や
情報セキュリティの担保を着実にしたうえで，システム
の実現に向けて取り組んでいきたい．  
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With advent of an information society and citizen society, information held in public administration should be used 
broadly. This study proposes “Public Structure Treaceability System” to fill in information gaps between public 
administration and citizen. And we have worked toward the implementation. 

In this paper, we analyze present situation about administrative information and clarify the problem. Then an 
information system demanded by the results and process that we determine the information on the system is showed. 
And two experiments show citizens’ information needs and prove the benefit of the system. 
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